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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第136期

前第３四半期
連結累計期間

第137期
当第３四半期
連結累計期間

第136期
前第３四半期
連結会計期間

第137期
当第３四半期
連結会計期間

第136期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 78,753 79,157 26,553 26,415 104,748

経常利益 (百万円) 3,737 3,180 1,236 1,162 3,787

四半期（当期）純利益 (百万円) 1,925 1,545 634 686 1,437

純資産額 (百万円) ─ ─ 26,875 27,988 27,039

総資産額 (百万円) ─ ─ 139,361138,872140,950

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 395.20 411.67 397.25

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 31.00 24.88 10.22 11.05 23.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 17.6 18.4 17.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,194 7,163 ─ ─ 11,654

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,554 △3,994 ─ ─ △8,057

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,041 △2,521 ─ ─ △4,085

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) ─ ─ 3,066 3,627 2,979

従業員数 (人) ─ ─ 8,185 8,190 8,132

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

                                                     平成22年12月31日現在

従業員数(人) 　 8,190〔1,663〕

(注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数（パートタイ

マー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除く。）は、〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数

で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

                                                     平成22年12月31日現在

従業員数(人) 　 2,866

(注) １　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２　臨時従業員数については、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、その主な事業である一般旅客自動車運送事業をはじめ、受注生産の形態をとらないもの

が多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

なお、販売の状況につきましては、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」にお

ける各セグメントの業績に関連付けて示しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資に持ち直しの動きが見

られたものの、依然として厳しい雇用情勢や円高などの影響により輸出が減少に転じるなど回復基調に

は至らず、足踏み状態となりました。

このような状況のもと、当社グループ各社は各部門において積極的な増収策を図るとともに、経費の節

減ならびに経営全般の効率化に取り組んでまいりました結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は264

億１千５百万円（前年同四半期比0.5％減）、営業利益は13億４千万円（前年同四半期比7.4％減）、経常

利益は11億６千２百万円（前年同四半期比6.0％減）、四半期純利益は６億８千６百万円（前年同四半期

比8.1％増）となりました。

　

セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

また、前年同四半期との比較数値については、前年同四半期の数値を新たなセグメントに組み替えて表

示しております。

　

（一般旅客自動車運送事業）

　乗合業においては、10月から羽田空港の本格的な国際化に対応するため、深夜・早朝時間帯の空港連絡

バスの運行を実施いたしました。

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 4/27



　

　また、11月には「バス・鉄道運行情報システム」にて、鶴川駅発着で共同運行を行っている小田急バス

株式会社の運行情報を提供するサービスを開始したほか、12月には小田急江ノ島線の長後駅～藤沢駅間

などにも利用範囲を拡大いたしました。さらに、「バスロケーションシステム」を藤沢・綾瀬地区、茅ヶ

崎地区、平塚地区、伊勢原地区に導入し営業エリアのほぼ全域を網羅することでお客さまの利便性の向上

を図ったことにより増収となりました。

貸切業においては、積極的な営業活動を推進いたしましたが、同業他社との競争激化による運賃の下落

により減収となりました。

乗用業においては、６月に神奈中タクシーグループにて実施した茅ヶ崎・藤沢地区のデジタル自動配

車システムによる共同無線配車を、11月から平塚地区にも拡大いたしました。また、「お客様キャンペー

ン」を行い営業力の強化を図りましたが、需要の低迷により減収となりました。

以上の結果、 一般旅客自動車運送事業全体の売上高は146億３千８百万円（前年同四半期比0.1％

減）、営業利益は３億８千８百万円（前年同四半期比19.9％減）となりました。

　

（不動産事業）

　分譲業においては、平塚市めぐみが丘にて宅地分譲の販売に取り組みましたが、前年同四半期に比べ販

売戸数が減少したため減収となりました。

賃貸業においては、４月に「セリス弘明寺」の賃貸を開始したことにより増収となりました。

以上の結果、不動産事業全体の売上高10億９千４百万円（前年同四半期比15.2％減）、営業利益は５億

７百万円（前年同四半期比7.0％減）となりました。

　

（自動車販売事業）

　自動車販売事業においては、エコカー補助金の終了や９月から実施された新たな規制強化による買い替

え需要が一巡したことなどにより減収となりました。

以上の結果、自動車販売事業全体の売上高は38億１百万円（前年同四半期比3.8％減）となりました

が、経費の節減により営業利益は９千７百万円（前年同四半期比52.2％増）となりました。

　

（レジャー・スポーツ事業）

　スポーツ施設業においては、各店舗にて入会キャンペーンや無料体験教室を行うなど新規会員の獲得に

向けた取り組みを行いましたが、利用客数の減少により減収となりました。

温浴業においては、物産展などのイベントの開催により増収となりました。

ゴルフ場業および遊技場業においては、近隣施設との競合などにより減収となりました。

以上の結果、レジャー・スポーツ事業全体の売上高は25億１千万円（前年同四半期比6.3％減）となり

ましたが、経費の節減により営業利益は１億５千万円（前年同四半期比4.4％増）となりました。
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（その他の事業）

　流通事業においては、前年同四半期に比べ燃料販売単価の上昇および取扱量が増加したことにより増収

となりました。

　飲食・娯楽業においては、９月に「ミスタードーナツアリオ橋本ショップ」および「ドトールコーヒー

ショップアリオ橋本店」、さらに12月には「ＴＳＵＴＡＹＡ辻堂駅前店」を新規開店し積極的な店舗展

開を行ったことにより増収となりました。

しかしながら、その他の事業においてはシステム販売の受注減などにより減収となりました。

以上の結果、その他の事業全体の売上高は64億５千６百万円（前年同四半期比0.0％減）、営業利益は

２億１千８百万円（前年同四半期比16.3％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

総資産は、投資有価証券の時価評価額の減少や固定資産の減価償却などにより、前期末に比べ20億７千

８百万円減少し、1,388億７千２百万円となりました。

負債は、賞与引当金が減少したことや、自動車販売事業において支払手形及び買掛金が減少したことな

どにより、前期末に比べ30億２千８百万円減少し、1,108億８千３百万円となりました。

また、純資産は、その他有価証券評価差額金が減少しましたが、利益剰余金が増加したことなどにより、

前期末に比べ９億４千９百万円増加し、279億８千８百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利

益11億２千６百万円に減価償却費20億７千９百万円などを加減した結果、18億８千７百万円の資金収入

（前年同四半期比20.8％増）となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得によ

る支出７億４千５百万円などにより、７億７千４百万円の資金支出（前年同四半期比14.1％減）となり

ました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、６億２千万円の資金支出（前

年同四半期比57.7％増）となりました。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期末残高は、第２四半期連結会計期間末に

比べ４億９千２百万円増加し、36億２千７百万円となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動の状況

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において新たに確定した重

要な設備の新設、除却等はありません。

　

　

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 7/27



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 252,000,000

計 252,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,000,00063,000,000
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数1,000株

計 63,000,00063,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

─ 63,000,000 ─ 3,160 ─ 337

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式　   902,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  普通株式　61,668,000 61,668 同上

単元未満株式  普通株式　   430,000― 同上

発行済株式総数            63,000,000― ―

総株主の議決権 ― 61,668 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
神奈川中央交通株式会社

神奈川県平塚市八重咲町
６番18号

902,000 ─ 902,000 1.43

計 ― 902,000 ─ 902,000 1.43

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円)     504     500     498     494     442     440     435     420     420

最低(円)     495     479     478     442     401     410     394     400     398

(注)　株価は、東京証券取引所第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,916 3,269

受取手形及び売掛金 ※１
 6,204 5,943

商品及び製品 3,321 3,474

仕掛品 4 2

原材料及び貯蔵品 388 433

その他 3,058 3,459

貸倒引当金 △57 △58

流動資産合計 16,837 16,524

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 73,767 73,249

車両運搬具 35,481 35,241

土地 59,443 59,297

その他 14,338 14,569

減価償却累計額 △77,954 △75,193

有形固定資産合計 105,075 107,163

無形固定資産 1,077 953

投資その他の資産

投資有価証券 12,321 12,763

その他 3,574 3,559

貸倒引当金 △14 △13

投資その他の資産合計 15,881 16,309

固定資産合計 122,035 124,426

資産合計 138,872 140,950

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 4,635 5,846

短期借入金 34,030 37,290

未払法人税等 157 635

賞与引当金 977 2,130

その他 13,813 13,343

流動負債合計 53,613 59,247

固定負債

社債 1,240 2,122

長期借入金 32,179 28,714

退職給付引当金 6,663 7,236

役員退職慰労引当金 96 97

負ののれん 18 30

その他 17,071 16,463

固定負債合計 57,269 54,664

負債合計 110,883 113,911
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,160 3,160

資本剰余金 693 693

利益剰余金 20,985 19,752

自己株式 △506 △505

株主資本合計 24,332 23,100

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,199 1,515

繰延ヘッジ損益 30 52

評価・換算差額等合計 1,230 1,568

少数株主持分 2,425 2,370

純資産合計 27,988 27,039

負債純資産合計 138,872 140,950
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

一般旅客自動車運送事業営業収益 44,035 43,081

不動産事業売上高 3,515 3,376

その他の事業売上高 31,203 32,700

売上高合計 78,753 79,157

売上原価

一般旅客自動車運送事業運送費 38,273 38,227

不動産事業売上原価 1,491 1,291

その他の事業売上原価 23,143 24,656

売上原価合計 62,908 64,176

売上総利益 15,845 14,981

販売費及び一般管理費

販売費 ※１
 7,733

※１
 7,391

一般管理費 ※２
 3,746

※２
 3,832

販売費及び一般管理費合計 11,480 11,223

営業利益 4,364 3,757

営業外収益

受取配当金 164 189

その他 223 229

営業外収益合計 387 419

営業外費用

支払利息 925 898

その他 89 97

営業外費用合計 1,015 996

経常利益 3,737 3,180

特別利益

補助金収入 198 364

受取補償金 62 －

その他 38 397

特別利益合計 299 762

特別損失

固定資産圧縮損 183 350

固定資産除却損 235 186

バス共通カード払戻金 － 412

その他 191 187

特別損失合計 610 1,137

税金等調整前四半期純利益 3,426 2,804

法人税、住民税及び事業税 569 386

法人税等調整額 896 711

法人税等合計 1,465 1,097

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,706

少数株主利益 35 161

四半期純利益 1,925 1,545
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

一般旅客自動車運送事業営業収益 14,598 14,578

不動産事業売上高 1,289 1,092

その他の事業売上高 10,666 10,744

売上高合計 26,553 26,415

売上原価

一般旅客自動車運送事業運送費 12,800 12,823

不動産事業売上原価 573 414

その他の事業売上原価 7,977 8,088

売上原価合計 21,351 21,327

売上総利益 5,201 5,088

販売費及び一般管理費

販売費 ※１
 2,554

※１
 2,493

一般管理費 ※２
 1,199

※２
 1,254

販売費及び一般管理費合計 3,753 3,747

営業利益 1,448 1,340

営業外収益

受取配当金 63 74

その他 52 70

営業外収益合計 115 144

営業外費用

支払利息 304 282

その他 22 40

営業外費用合計 327 323

経常利益 1,236 1,162

特別利益

補助金収入 2 63

固定資産売却益 5 －

その他 3 6

特別利益合計 11 69

特別損失

固定資産圧縮損 － 62

固定資産除却損 38 40

投資有価証券評価損 25 －

その他 31 1

特別損失合計 95 104

税金等調整前四半期純利益 1,152 1,126

法人税、住民税及び事業税 32 24

法人税等調整額 461 363

法人税等合計 494 388

少数株主損益調整前四半期純利益 － 738

少数株主利益 23 52

四半期純利益 634 686
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,426 2,804

減価償却費 6,226 6,212

負ののれん償却額 △13 △100

退職給付引当金の増減額（△は減少） △521 △573

賞与引当金の増減額（△は減少） △877 △1,153

貸倒引当金の増減額（△は減少） △94 △0

受取利息及び受取配当金 △171 △195

支払利息 925 898

固定資産圧縮損 183 350

固定資産除売却損益（△は益） 170 134

売上債権の増減額（△は増加） 36 △260

たな卸資産の増減額（△は増加） 245 171

仕入債務の増減額（△は減少） 400 △1,209

未払消費税等の増減額（△は減少） 166 156

預り保証金の増減額（△は減少） △525 △337

その他 1,060 1,921

小計 10,636 8,819

利息及び配当金の受取額 171 195

利息の支払額 △846 △845

法人税等の支払額 △766 △1,005

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,194 7,163

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △164 △88

定期預金の払戻による収入 144 88

固定資産の取得による支出 △5,012 △4,162

固定資産の売却による収入 54 83

投資有価証券の取得による支出 △62 △62

投資有価証券の売却による収入 28 0

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 147

貸付けによる支出 △981 －

長期貸付けによる支出 － △1

貸付金の回収による収入 439 －

長期貸付金の回収による収入 － 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,554 △3,994
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,104 1,764

リース債務の返済による支出 △941 △779

長期借入れによる収入 2,810 9,420

長期借入金の返済による支出 △4,994 △10,979

社債の償還による支出 △1,704 △1,632

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △308 △309

少数株主への配当金の支払額 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,041 △2,521

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △401 647

現金及び現金同等物の期首残高 3,468 2,979

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,066

※１
 3,627
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１.会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ13百万円減少し、税金

等調整前四半期純利益は176百万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は420

百万円であります。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記していた「受取補償金」（当第３四半期連結累計期間129百万

円）は、特別利益総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間では特別利益の「その他」に

含めて表示することとしました。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において「貸付けによる支出」、「貸付金の回収による収入」として掲記されて

いたもののうち、期間が短くかつ回転が速いものは、より明瞭に表示するため、当第３四半期連結累計期間では

「短期貸付金の純増減額」に、それ以外のものは「長期貸付けによる支出」及び「長期貸付金の回収による収

入」にそれぞれ区分掲記しております。なお、前第３四半期連結累計期間における「短期貸付金の純増減額」は

△545百万円、「長期貸付金の回収による収入」は３百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記していた「固定資産売却益」（当第３四半期連結会計期間３

百万円）は、特別利益総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結会計期間では特別利益の「その

他」に含めて表示することとしました。

前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産圧縮損」は、特別損失総

額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産圧縮損」は、０百万円であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の処理
 
　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日を
もって決済処理しております。なお、当第３四半期連結
会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の四
半期連結会計期間末日満期手形が期末残高に含まれて
おります。
　　　　　　　受取手形　　146百万円
　　　　　　　支払手形　　 19百万円

―――――――
 
 
 
 
 
 
 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

※１　販売費の主要な費目

　 百万円

人件費 3,761

（うち賞与引当金繰入額） (121)

（うち退職給付引当金繰入額） (62)

 
※２　一般管理費の主要な費目

　 百万円

人件費 2,662

（うち賞与引当金繰入額） (94)

（うち退職給付引当金繰入額） (45)

 

※１　販売費の主要な費目

　 百万円

人件費 3,579

（うち賞与引当金繰入額） (112)

（うち退職給付引当金繰入額） (62)

 
※２　一般管理費の主要な費目

　 百万円

人件費 2,704

（うち賞与引当金繰入額） (89)

（うち退職給付引当金繰入額） (40)

 

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

※１　販売費の主要な費目

　 百万円

人件費 1,260

（うち賞与引当金繰入額） (120)

（うち退職給付引当金繰入額） (21)

 
※２　一般管理費の主要な費目

　 百万円

人件費 855

（うち賞与引当金繰入額） (91)

（うち退職給付引当金繰入額） (14)

※１　販売費の主要な費目

　 百万円

人件費 1,189

（うち賞与引当金繰入額） (111)

（うち退職給付引当金繰入額） (21)

 
※２　一般管理費の主要な費目

　 百万円

人件費 886

（うち賞与引当金繰入額） (86)

（うち退職給付引当金繰入額） (13)
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　 百万円

現金及び預金 3,276

預入期間が３か月超の定期預金 △209

現金及び現金同等物 3,066
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　 百万円

現金及び預金 3,916

預入期間が３か月超の定期預金 △289

現金及び現金同等物 3,627

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 63,000,000

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 903,330

　
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 155 2.50平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年10月27日
取締役会

普通株式 155 2.50平成22年９月30日 平成22年11月24日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

一般旅客

自動車

運送事業

(百万円)

不動産

事業

(百万円)

自動車

販売事業

(百万円)

レジャー・

スポーツ

事業

(百万円)

流通事業

(百万円)

その他の

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
14,5981,2893,5232,656 841 3,64526,553 ― 26,553

　(2) セグメント間

　　　の内部売上高

　　　又は振替高

61 1 429 23 1,268 793 2,578(2,578)―

計 14,6601,2903,9532,6792,1094,43829,131(2,578)26,553

営業利益 485 545 64 143 32 232 1,504(   56)1,448

　

　
前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

一般旅客

自動車

運送事業

(百万円)

不動産

事業

(百万円)

自動車

販売事業

(百万円)

レジャー・

スポーツ

事業

(百万円)

流通事業

(百万円)

その他の

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
44,0353,5159,9578,1952,44810,60278,753 ― 78,753

　(2) セグメント間

　　　の内部売上高

　　　又は振替高

187 6 1,450 46 3,7471,8777,315(7,315)―

計 44,2223,52111,4078,2426,19512,48086,069(7,315)78,753

営業利益 1,7491,530 130 383 142 510 4,447(   83)4,364

(注) １　事業区分は、事業の系列及び市場の類似性等を考慮して区分しております。

２　各事業の主な内容　

(1) 一般旅客自動車運送事業…………乗合業、貸切業、乗用業

(2) 不動産事業　　　　　　…………分譲業、賃貸業

(3) 自動車販売事業

(4) レジャー・スポーツ事業…………遊技場業、ゴルフ場業、スポーツ施設業、温浴業

(5) 流通事業　　　　　　　…………石油製品等販売業、物品販売業

(6) その他の事業　　　　　…………飲食・娯楽業、ホテル業、金融業等
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）については、海外連結会社等がないため該当事項はあり

ません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）については、海外売上高がないため該当事項はありませ

ん。

　

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行っているもので

あります。

　当社グループは、乗合業をはじめとする一般旅客自動車運送事業を基軸に、神奈川県を中心として、不動

産、自動車販売、レジャー・スポーツ、ホテルなど暮らしに密着した様々な事業を営んでおります。

　したがって、当社グループは、事業内容を基礎とした事業の種類別セグメントから構成されており、「一般

旅客自動車運送事業」、「不動産事業」、「自動車販売事業」、「レジャー・スポーツ事業」の４つを報告

セグメントとしております。

　報告セグメントにおける各事業区分の事業内容は、以下のとおりであります。

　一般旅客自動車運送事業・・・・乗合業、貸切業、乗用業

　不動産事業　　　　　　・・・・分譲業、賃貸業

　自動車販売事業

　レジャー・スポーツ事業・・・・遊技場業、ゴルフ場業、スポーツ施設業、温浴業
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２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　
一般旅客

自動車

運送事業

不動産事業
自動車

販売事業

レジャー・

スポーツ事業

その他の

事業

（注１）

計
調整額

(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 43,0813,37611,4567,81413,42979,157 ―
 

79,157

 セグメント間の内部

売上高又は振替高
179 10 2,585 34 5,664 8,474△8,474 ―

計 43,2603,38614,0417,84919,09487,632△8,47479,157

セグメント利益 786 1,602 263 456 707 3,816 △58 3,757

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　
一般旅客

自動車

運送事業

不動産事業
自動車

販売事業

レジャー・

スポーツ事業

その他の

事業

（注１）

計
調整額

(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 14,5781,092 3,708 2,499 4,53626,415 ― 26,415

 セグメント間の内部

売上高又は振替高
59 1 93 11 1,919 2,084△2,084 ―

計 14,6381,094 3,801 2,510 6,45628,499△2,08426,415

セグメント利益 388 507 97 150 218 1,362 △21 1,340

(注)１　「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通事業、飲食・
娯楽業、ホテル業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額（当第３四半期連結累計期間△58百万円及び当第３四半期連結会計期間
△21百万円）は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年3月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 411円67銭
　

１株当たり純資産額 397円25銭
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 27,988 27,039

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

2,425 2,370

（うち少数株主持分） (2,425) (2,370)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
（連結会計年度末）の純資産額（百万円）

25,563 24,668

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末（連結会計年度末）
の普通株式の数（千株）

62,096 62,098

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
   至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
   至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益　    31円00銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益    　24円88銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

　
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期純利益（百万円） 1,925 1,545

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,925 1,545

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,101 62,097
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　 至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　 至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益　    10円22銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益    　11円５銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

　

(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期純利益（百万円） 634 686

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 634 686

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,099 62,097

　

(重要な後発事象)

記載すべき事項はありません。

　

２ 【その他】

第137期中間配当に係る取締役会の決議は、次のとおりであります。

　　（イ）決議年月日　　　　　　　　平成22年10月27日

　　（ロ）中間配当金の総額　　　　　155,244,775円

　　（ハ）１株当たりの配当金額　　　２円50銭

　　（ニ）中間配当金支払開始日　　　平成22年11月24日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

神奈川中央交通株式会社

 取 締 役 会　御 中

　

新日本有限責任監査法人

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　狩　　野　　茂　　行　　㊞
　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神奈

川中央交通株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神奈川中央交通株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

26/27



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

神奈川中央交通株式会社

 取 締 役 会　御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　狩　　野　　茂　　行　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神奈

川中央交通株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成

22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神奈川中央交通株式会社及び連結子会社の平

成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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